
※１　全学校（28,930校）のうち、点検主体（学校教職員、学校設置者、専門家）に関わらず、少なくとも上記
　　　７項目全ての耐震点検を実施している学校。
※２　耐震点検を実施した学校（18,891校）のうち、点検の結果、判明した異常箇所の全てについて対策を
　　　終えている学校。
※３　岩手県、宮城県、福島県は除く。

天井材、照明器具、窓ガラス、外装材、内装材、設備機器、家具等
の非構造部材に関して、耐震点検及び耐震対策の実施状況を調
査。

平成２３(2011)年５月１日現在

　　非構造部材の耐震点検・耐震対策の実施状況（小中学校）

資料２０

　点検を実施
※１

１８，８９１校
（６５．３％）

　対策を実施
※２

８，５８０校
（４５．４％）

点検未実施
１０，０３９校
（３４．７％）

対策未実施
１０，３１１校
（５４．６％）



　　　　　※ 　　　　　※

　　　　　※ 　　　　　※専門家による点検が未完了の小学校1,366
設置者、中学校1,355設置者の延べ2,721
設置者が主な理由を１つ回答

耐震点検を実施したものの対策が完了し
ていない小学校673設置者、中学校626設
置者の延べ1,299設置者が主な理由を１つ

全学校（28,930校）のうち、点検主体（学校
教職員、学校設置者、専門家）に関わら
ず、少なくとも上記７項目全ての耐震点検
を実施している学校

学校設置者による点検が未完了の小学校
1,122設置者、中学校1,127設置者の延べ
2,249設置者が主な理由を１つ回答

　○耐震点検の実施状況

未定
７，９０５

（２７．３％）

公立小中学校
２８，９３０校

３ヶ月以内
４８６

（１．７％）

半年以内
２８７

（１．０％）

年度内
１，３６１
（４．７％）

対策未実施

１，２９９設置者※

工事費用の確
保が困難
２９４

（２２．６％）

躯体の耐震
化を優先
３５１

（２７．０％）

他の整備と併せ
て実施予定

２９４
（２２．６％）

点検未実施

２，７２１設置者※

点検費用の
確保が困難
１，１１４

（４１．０％）

職員の業務量
的に困難
１４７

（５．４％）

緊急性が低
いと判断
６２４

（２２．９％）

他の整備と併
せて実施予定

４９２
（１８．１％）

その他
３４４

（１２．６％）

○専門家による耐震
　点検未実施の理由

○耐震対策未実施の理由

緊急性が低
いと判断
１５９

（１２．３％）

○学校設置者による耐震
点検未実施の理由

点検未実施

２，２４９設置者※

職員の業務
量的に困難

９８３
（４３．７％）

緊急性が低
いと判断
５００

（２２．２％）

他の整備と併
せて実施予定

４２０
（１８．７％）

その他
３４６

（１５．４％）

統廃合等を
控えている

４８
（３．７％）

職員の業務
量的に困難

３５
（２．７％）

その他
１１８

（９．１％）

点検を実施
１８，８９１
（６５．３％）


